
令和７年９月24日時点

No 質問日 質問内容 回答 回答日

1 9月10日

　文化芸術活動の充実及び活用補助金の過去につ
いてお尋ねします。
　過去に補助金を受けた団体とその事業内容を知
りたい。

　本補助金は、令和７年度にスタートした新規の
補助金であるため、過去に本補助金を交付された
団体はありません。

9月10日

2 9月11日

4.補助金交付の対象となる事業
　エ　地域において自主的かつ主体的な文化芸術
による地域づくりが行われることを図る事業

とありますが、どのような事を想定しております
か？

　県内の民間事業者（文化芸術以外の観光、まち
づくりや福祉等の分野）、学校等教育機関及び地
域の団体等と連携して行う事業等地域住民の方々
に向けた取組や住民参加型の取組などを想定して
おります。
　なお、本補助金が対象とする「地域」は、沖縄
県内を対象とします。１つの地域の範囲は、最大
の範囲とする場合に県内全域を一つの地域とし、
最も小さい範囲とする場合に区や字単位で一つの
地域とし、応募者が応募する事業ごとに範囲を決
定します。

9月12日

令和７年度沖縄県文化芸術活動の充実及び活用補助金の公募に関する質問・回答



No 質問日 質問内容 回答 回答日

3 9月11日

実施期間の想定について
　公募要領には「1年目および2年目の2年間の事
業計画を提出し、交付決定は単年度ごと」とあり
ます。
　(1) 1年目・2年目それぞれの事業実施期間（対
象期間）を、具体的にいつからいつまでと見込め
ばよいか。
　(2) 本公募が10月開始のため、1年目は12月頃
～3月を想定していますが妥当でしょうか。
　(3) 2年目の交付決定時期の目安（今年度より
は早くなる？）、ならびに2年目は何月開始〜翌
年2月までを想定すべきか、ご教示いただけます
と幸いです。

質問(1)について
　本公募は委託業務の発注ではなく、補助金の交付対
象を決定するためのものであるため、事業実施期間
は、応募者自身が決定します。
　ただし、１年目の補助対象期間が、補助金交付決定
日から令和８年３月２日まで、２年目の補助金交付対
象期間が令和９年２月12日までとなっておりますの
で、事業実施期間が補助対象期間内である必要があり
ます。

質問(2)について
　１年目の交付決定については、公募要領「８　応募
手続き及びスケジュール」の「(4) 応募申請書等の提
出後のスケジュール（予定）」の「オ　補助金の交付
決定」に記載のある12月１日以降を予定しておりま
す。

質問(3)について
　２年目の交付決定時期について、年度当初の４月１
日を予定していますが、応募者が提出する２年目の交
付申請書等の提出が遅れる等で変更となる可能性があ
ります。
　また、公募要領「５　補助対象期間、補助率及び上
限額」の「(1)　補助対象期間」の最後の※で記載し
ているように、１年目の実施状況等を踏まえて判断す
るため、問題がある場合は、公募時と同様の審査を行
うため、交付決定日が更に後ろにずれ込む場合があり
ます。
　２年目の事業実施期間及び補助対象期間は、(1)の
回答に記載のとおりとなります。

9月12日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

4 9月11日

「首里城活用事業」における使用可能エリア・運
用条件について
　首里城正殿の復元後、「首里城を活用する事
業」として具体的に使用できる場所と演奏・演舞
等が可能なスペースの可否・条件を確認させてく
ださい。
　(1) 使用可能エリアについての詳細が知りたい
です。間口や空間がわかるような情報など。
　(2) 空間の収容人数など
(3) 設備・仕様：電源容量／仮設ステージの設置
可否・サイズ上限／備品貸出（椅子、平台、バリ
ケード等）の有無。
(4) 雨天時の取り扱いについて、天候関係なく実
施できる場所なのか？
(6)付帯設備費などの詳細

　※上記は現時点の検討項目です。該当しない項
目や別途の運用基準があれば、該当部分のみご回
答いただければ結構です。

　本公募は、県で仕様を決めて発注する委託業務
ではなく、補助金（公益上必要がある事務や事業
を奨励する等の目的で、財政的な援助として反対
給付を求めずに給付するもの）の交付対象を決定
するためのものです。
　そのため、県の事業としてではなく、応募者自
身の事業として事業計画を提出していただきます
ので、事業計画の作成に必要な情報は、応募者自
身が情報収集を行う必要があります。
　また、首里城活用事業について、「応募資格を
満たす伝統文化団体が実施する事業」である必要
がありますので、ご注意ください。
　なお、本補助金で首里城活用事業として採択さ
れた場合、あくまで本補助金の趣旨に合致してい
ることを理由に採択されたものであり、首里城の
使用が許可されたことにはなりません。首里城の
使用に当たっては、応募者自身が管理者等から許
可を受ける必要があります。

9月12日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

5 9月17日
「応募することができる文化芸術団体等」につい
て、「団体等」とございますが、放送局も含まれ
ますでしょうか？

　常時使用する従業員の数が100人以下である場
合は、公募要領「２(1)常時使用する従業員の数
が100 人以下の法人」として、公募要領「３　応
募資格」を満たす場合に応募が可能です。

　また、なんらかの実行委員会等任意団体の一員
である場合は、実行委員会の立場で公募要領「２
(2)任意団体」として、公募要領「３　応募資
格」を満たす場合に応募が可能です。

　なお、公募要領「２(3)沖縄の伝統的な文化に
関する団体」に該当するか否かは、法人の履歴事
項全部証明書や様式３団体等概要書を確認のう
え、判断することになります。
　しかし、放送局の場合、主な事業は放送に関す
る事業であると思慮されますので、「沖縄の伝統
的な文化に関する団体」に該当しない可能性が高
いと思われます。

9月18日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

6 9月17日

「応募資格」について、「文化芸術に関する事業
を行っていること。」とあります。弊社で実際に
行っている事業に、「県内の芸能団体を集め会館
等で披露するイベント事業」がございますが、こ
れもご意図する「事業」に該当するという認識で
よろしいでしょうか？

　「県内の芸能団体を集め会館等で披露するイベ
ント事業」は、公募要領「３(2)文化芸術に関す
る事業を行っていること」に該当する可能性があ
ります。

　また、放送局の場合は、公募要領「１　事業目
的」の※に記載する文化芸術の分野のうち、「芸
術」に含まれる「メディア芸術（映画、漫画、ア
ニメーション及びコンピュータその他の電子機器
等を利用した芸術）」として、公募要領「３(2)
文化芸術に関する事業を行っていること」に該当
する可能性もあります。

　いずれにしても、法人の履歴事項全部証明書、
様式３団体等概要書又は様式５実績書を確認のう
え、可否を判断することになります。

9月18日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

7 9月17日

補助対象経費 の「委託費」について、応募者で
ある社団法人の事務局から、社団法人の会員であ
る県内企業・個人に対し、業務を委託する事（委
託費を支払う）ことは可能でしょうか？

　応募者である社団法人の会員に対し、業務を委
託することは、別法人であることから可能です。

　ただし、特定の事業者に対する利益供与又は不
当に高額な契約などの可能性を排除する観点か
ら、可能な範囲において入札の実施や相見積りを
取得し、入札又は相見積りの中で最低価格を提示
した者を選定してください。

　相見積りを取っていない場合又は最低価格を提
示した者を選定していない場合には、特許や著作
権等排他的権利を有しており、その者しか業務が
できない等その選定理由を明らかにした選定理由
書を整備してください。

　選定理由書は、実績報告書を提出する際に、そ
の他の証憑類と合わせて県に提出する必要があり
ます。

9月18日

8 9月20日
人格なき社団の場合、納税証明書の提出は必要で
しょうか。

　人格なき社団（任意団体等）として納税を行っ
ている場合は、団体の納税証明書をご提出くださ
い。
　また、団体として納税を行っていないなど証明
書の取得が難しい場合は、団体の代表者の納税証
明書を提出してください。

9月22日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

9 9月20日
交付対象経費に関しまして、項目間の流用は可能
でしょうか？

　項目間の流用は可能です。
　ただし、公募要領「６　補助対象経費」の
「(2) 補助対象経費一覧」に記載のある区分のう
ち、経費を区分している「人件費」と「事業費」
の間で、流用（経費配分の変更）を行う場合かつ
いずれか低い額の20％を超える場合は、県から承
認を得る必要があります。
　一方、次の場合は、県の承認を得ることなく、
応募者で判断して流用することが可能です。
〇人件費と事業費の間の流用で、いずれか低い額
の２０％以内である場合
〇人件費内での流用
〇事業費内（備品費と消耗品費の間等）での流用

9月22日

10 9月21日

事業実施において舞台の衣裳や小道具を新しく作
る必要がある場合（類似演目が過去にないので
リースはできない場合）、１着（あるいは１つ）
１０万円未満であれば、消耗品費に計上と考えて
よいでしょうか。

購入する物品の単価（消費税込）が、１０万円未
満の場合は消耗品、１０万円以上の場合は備品費
となります。
　例えば、単価６万円の物品を２点購入し、契約
額が２点分の１２万円の場合は、２点とも消耗品
となります。

9月22日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

11 9月22日

　次のような形で、沖縄で制作された映画の音声
ガイド制作及び上映会と音声ガイド制作体験ワー
クショップを予定しており、本補助金の対象とな
りますか。
〇視覚障害・聴覚障害をお持ちの方向けに音声ガ
イドと字幕をつけ、無料で上映会を開催
〇子どもたちによる音声ガイドの制作（台本作り
からナレーションまで）ワークショップ開催

　映画は、公募要領「１　事業目的」の※に記載
する文化芸術の分野のうち、「芸術」に含まれる
「メディア芸術（映画、漫画、アニメーション及
びコンピュータその他の電子機器等を利用した芸
術）」として、本補助金の文化芸術の分野に含ま
れております。

　そのため、公募要領「４　補助金交付の対象と
なる事業」の「(3) その他文化芸術振興事業」に
該当する可能性があります。
　該当するか否かは、申請された事業計画の内容
により判断されるものであり、かつ審査・評価の
結果によっては、必ず採択されるわけではありま
せんので、予めご了承ください。

9月22日

12 9月20日
補助金の交付に関しまして、R８年度は、概算払
いと考えてよろしいでしょうか。

　概算払いを可能とする予定です。 9月22日



No 質問日 質問内容 回答 回答日

13 9月22日

「文化財等の保存及び活用は対象にならない」と
公募要領にありますが、伝統的な行事に関する無
形民俗文化財の保護団体は、応募資格者に該当し
ないのでしょうか、確認させていただきたいで
す。

　本補助金の「文化芸術」の定義は、公募要領
「１　事業目的」の※に記載している「沖縄の伝
統的な文化（伝統的な行事）」を含んでおりま
す。
　そのため、応募資格等を満たす場合は、「沖縄
の伝統的な文化」に関する団体として、無形民俗
文化財の保護団体も応募可能です。

　また、公募要領「４　補助金交付の対象となる
事業」においても「沖縄の伝統的な文化（伝統的
な行事）」に関する取組をご提案いただくことが
可能でありますが、文化財としての保存や活用の
提案は評価の対象となりませんので、ご注意くだ
さい。

9月24日


